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（1） 

Ⅰ 平成２９年度中間決算ダイジェスト 

 

１．損益の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     １３          

  

 

                                                        （単位：億円） 

 ２９年９月期 ２８年９月期 
増減 

業務粗利益 ２７７ ２９５ △１７ 

（うちコア業務粗利益） （２８４） （２９２） （△８） 

 資金利益 ２２８ ２３６ △７ 

 役務取引等利益 ４８ ４７ ０ 

 
その他業務利益 

（除く国債等債券損益） 

０ 

（７） 

１０ 

（８） 

△１０ 

（△０） 
 

経費 ２１１ ２０９ ２ 

 人件費 １１５ １１８ △２ 

 物件費 ８３ ７７ ５ 

実質業務純益 ６５ ８５ △１９ 

 コア業務純益 ７３ ８３ △１０ 

一般貸倒引当金繰入額 ― ― ― 

業務純益 ６５ ８５ △１９ 

臨時損益 ３９ １１ ２７ 

 うち不良債権処理額（△） ５ ９ △３ 

 うち貸倒引当金戻入益 ８ ５ ２ 

 うち償却債権取立益 ６ ３ ２ 

 うち株式等関係損益 ２４ ５ １９ 

経常利益 １０４ ９７ ７ 

特別損益 △０ △０ △０ 

 うち固定資産減損･処分損(特別損失) ０ ０ ０ 

中間純利益 ７５ ７７ △２ 

 

○コア業務粗利益…対前年同期比８億円減益の２８４億円となりました。 

役務取引等利益は増加いたしましたが、資金利益および国債等債券損益を除くその他業務利益

がそれぞれ減少いたしました。 

○コア業務純益…対前年同期比１０億円減益の７３億円となりました。 

○実質業務純益…国債等債券損益、コア業務純益がそれぞれ減益となったことから対前年同期比 

１９億円減益の６５億円となりました。 

○経常利益…実質業務純益は減益となったものの、株式等関係損益が１９億円増加したことに加え、

ネット信用コストが７億円減少したことから、対前年同期比７億円増益の１０４億円となりました。 

○中間純利益…対前年同期比２億円減益の７５億円となりました。 

【【【【コアコアコアコア業務粗利益業務粗利益業務粗利益業務粗利益・コア・コア・コア・コア業務純益業務純益業務純益業務純益】】】】
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（2） 

（１）業務粗利益、コア業務粗利益 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

 ２９年９月期 ２８年９月期 増減 

業務粗利益 ２７７ ２９５ △１７ 

（うちコア業務粗利益） （２８４） （２９２） （△８） 

 資金利益 ２２８ ２３６ △７ 

  （うち貸出金利息） （１４２） （１４７） （△４） 

 

 （うち有価証券利息配当金） 

（うち資金調達費用） 

（１０８） 

（△２４） 

（１０６） 

（△１９） 

（２） 

（△５） 

 役務取引等利益 ４８ ４７ ０ 

 その他業務利益 ０ １０ △１０ 

  （除く国債等債券損益） （７） （８） （△０） 

  （うち国債等債券損益） （△７） （２） （△９） 

※コア業務粗利益＝業務粗利益－国債等債券損益 

 

（２） 経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

 ２９年９月期 ２８年９月期 増減 

経費 ２１１ ２０９ ２ 

 人件費 １１５ １１８ △２ 

 

物件費 ８３ ７７ ５ 

税金 １２ １３ △１ 

 

 

（３）実質業務純益、コア業務純益 

 

 

 

 

 

 

※実質業務純益＝業務粗利益－経費（除く臨時費用分） 

※コア業務純益＝コア業務粗利益－経費(除く臨時費用分) 

 

○業務粗利益…対前年同期比１７億円減益の２７７億円 

役務取引等利益が０．３億円増加したものの、資金利益が７億円、その他業務利益が１０億円それぞ

れ減少したことによるものです。 

○コア業務粗利益…対前年同期比８億円減益の２８４億円 

・資金利益…対前年同期比７億円減益の２２８億円 

有価証券利息配当金が２億円増加したものの、貸出金利息が４億円減少したことに加え外貨調達

コストの上昇等により資金調達費用が５億円増加したことなどが要因です。 

・役務取引等利益…対前年同期比０．３億円増益の４８億円 

保険窓口販売の受入手数料が減少したものの、投資信託の販売手数料や、シンジケートローン、

Ｍ＆Ａ・事業承継など金融ソリューション収益が増加したことなどから、対前年同期比０．３億円の

増益となりました。 

・その他業務利益（除く国債等債券損益）…対前年同期比０．８億円減益の７億円 

・国債等債券損益…対前年同期比９億円減少の△７億円 

海外金利上昇時のリスク抑制のための外債売却などが要因です。 

○経費…対前年同期比２億円増加の２１１億円 

・人件費…対前年同期比２億円減少の１１５億円 

 時間外勤務手当の減少が要因です。 

・物件費…対前年同期比５億円増加の８３億円 

 基幹系システムの償却負担本格化に伴う減価償却費の増加が要因です。 

・税金…対前年同期比１億円減少の１２億円 

 

○実質業務純益…対前年同期比１９億円減益の６５億円 

 業務粗利益が１７億円の減益となり、経費は２億円の増加となったため、対前年同期比１９億円減

益の６５億円となりました。 

○コア業務純益…対前年同期比１０億円減益の７３億円 

 



 

（3） 

（４） 経常利益、中間純利益 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

 ２９年９月期 ２８年９月期 増減 

経常利益 １０４ ９７ ７ 

特別損益 △０ △０ △０ 

 うち固定資産減損・処分損（特別損失） ０ ０ ０ 

税引前中間純利益 １０４ ９７ ７ 

法人税等税金関連費用 ２９ １９ ９ 

中間純利益 ７５ ７７ △２ 

 

＜信用コストの内訳＞ 

（単位：億円） 

 ２９年９月期 ２８年９月期 増減 

一般貸倒引当金繰入額① ― ― ― 

不良債権処理額② ５ ９ △３ 

 貸出金償却 ４ ８ △３ 

 個別貸倒引当金繰入額 ― ― ― 

 延滞債権等売却損 ― ― ― 

 その他 １ １ ０ 

貸倒償却引当費用①＋② ５ ９ △３ 

貸倒引当金戻入益③ ８ ５ ２ 

償却債権取立益④ ６ ３ ２ 

偶発損失引当金戻入益⑤※ ０ １ △１ 

ネット信用コスト①＋②－③－④－⑤ △８ △１ △７ 

※与信関連の信用コスト相当分のみ計上 

 

＜株式等関係損益＞ 

（単位：億円） 

 ２９年９月期 ２８年９月期 増減 

株式等関係損益 ２４ ５ １９ 

 株式等売却益 ２５ １２ １３ 

 株式等売却損 ０ ６ △６ 

 株式等償却 ０ ０ ０ 

 

○経常利益…対前年同期比７億円増益の１０４億円 

○中間純利益…対前年同期比２億円減益の７５億円 

・ネット信用コスト…対前年同期比７億円減少の△８億円 

大口の貸倒が発生しなかったため不良債権処理額が減少したことに加え、償却債権取立益

が増加したことなどから、ネット信用コストは７億円減少いたしました。 

・株式等関係損益…対前年同期比１９億円増加の２４億円 

ポートフォリオの入替や持合株式の解消を行った結果、株式等関係損益全体では対前年同

期比１９億円増加いたしました。 

・法人税等税金関連費用…対前年同期比９億円増加の２９億円 

税引前中間純利益が増加したことに加え、前年度に繰延税金資産の計上基準を見直したこ

となどから法人税等調整額が増加したため、税金関連費用全体で前年同期比９億円増加いた

しました。 

・結果、中間純利益は対前年同期比２億円減益の７５億円となりました。 



 

（4） 

２．預金等の状況 

（１）預金 

 

 

 

 

（単位：億円） 

 ２９年９月末 ２８年９月末 増減 

預金残高 ① ４５，５０４ ４２，９７８ ２，５２６ 

譲渡性預金残高 ② １，６５７ ２，０４３ △３８６ 

預金等残高 （①＋②） ４７，１６２ ４５，０２２ ２，１４０ 

 うち県内預金等残高 ４５，９２３ ４４，０１０ １，９１２ 

 

（２）預かり資産等 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

 ２９年９月末 ２８年９月末 増減 

預かり資産残高 ③ ５，５０８ ５，３４５ １６２ 

 投資信託 １，１３５ １，０２８ １０７ 

 公共債 １，２４４ １，３５７ △１１２ 

 終身・個人年金保険等 ３，１２７ ２，９５９ １６８ 

預金等残高 ④ ４７，１６２ ４５，０２２ ２，１４０ 

合計残高 （③＋④） ５２，６７０ ５０，３６８ ２，３０２ 

   

３．貸出金の状況 

（１） 貸出金 

 

 

 

 

 

（単位：億円） 

 ２９年９月末 ２８年９月末 
増減 

貸出金残高 ３１，８２９ ３０，７９９ １，０２９ 

 うち県内貸出金残高 ２３，１６０ ２２，２７７ ８８３ 

 うち県外貸出金残高 ８，６６８ ８，５２２ １４５ 

 うち個人住宅ローン残高 ６，９２０ ６，４９４ ４２６ 

 

○預金等残高は対前年同期比２，１４０億円増加し４兆７，１６２億円となりました。 

○県内預金等残高は対前年同期比１，９１２億円増加し４兆５，９２３億円となりました。 

○預かり資産残高は、公共債が１１２億円減少いたしましたが、投資信託が１０７億円、終身・

個人年金保険等は１６８億円それぞれ増加したことを要因に、対前年同期比１６２億円増加

いたしました。 

○貸出金残高は対前年同期比１，０２９億円増加し３兆１，８２９億円となりました。 

○県内貸出金残高は対前年同期比８８３億円、県外貸出金残高は対前年同期比１４５億円そ

れぞれ増加いたしました。 

○個人住宅ローン残高は対前年同期比４２６億円増加し６，９２０億円となりました。 

【【【【預金等預金等預金等預金等とととと預預預預かりかりかりかり資産資産資産資産】】】】
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（5） 

４．不良債権の状況 

 

 

 

 

 

 

＜金融再生法開示債権＞ 

  （単位：億円） 

 ２９年９月末 ２９年３月末 増減 

破産更生等債権 ４１ ４２ △１ 

危険債権 ３８３ ４３０ △４６ 

要管理債権 ５４ ５０ ３ 

 小計 ４７８ ５２３ △４５ 

正常債権 ３２，２４１ ３１，８９７ ３４４ 

 債権額合計 ３２，７２０ ３２，４２０ ２９９ 

不良債権比率 １．４６％ １．６１％ △０．１５％ 

 

５．連結決算の状況 

 

 

 

 

 

 

 

＜前年比較＞ 

（単位：億円） 

 ２９年９月期 ２８年９月期 増減 

経常収益 ４９４ ４７７ １６ 

経常利益 １１１ １０１ ９ 

親会社株主に帰属する中間純利益 ７４ ７４ △０ 

   

＜連単倍率＞ 

（単位：億円） 

 連結 単体 連単倍率 

経常収益 ４９４ ３９３ １．２５倍 

経常利益 １１１ １０４ １．０６倍 

親会社株主に帰属する中間純利益 ７４ ７５ ０．９８倍 

 

 

○不良債権額は２９年３月末から４５億円減少し４７８億円となり、債権額に占める割合である不

良債権比率は０．１５％低下の１．４６％となりました。 

○要管理債権は３億円増加したものの、破産更生等債権は１億円、危険債権は４６億円それぞ

れ減少いたしました。 

○連結決算は当行及び連結子会社７社で構成されております。 

○単体決算同様に経常利益は９億円の増益、親会社株主に帰属する中間純利益は０．４億円

の減益となりましたものの、７社全てにおいて中間純利益を計上するとともに、純資産は十分

な水準を確保しております。 

【【【【不良債権比率不良債権比率不良債権比率不良債権比率】】】】
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６．自己資本比率（速報値、国内基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．２９年度業績予想 

 

 

 

 

 

 

 

 

【単体】 

（単位：億円） 

 ２９年度予想 ２８年度実績 増減 

コア業務純益 １５４ １３５ １９ 

実質業務純益 １４５ １３０ １５ 

経常利益 １７８ １５２ ２６ 

当期純利益 １２６ １１４ １２ 

（ネット信用コスト） △３ １ △４ 

  ※「当期純利益」は、公表済の１２１億円から５億円の上方修正 

 

【連結】 

（単位：億円） 

 ２９年度予想 ２８年度実績 増減 

経常利益 １９８ １６９ ２９ 

親会社株主に帰属する当期純利益 １２９ １１５ １４ 

  ※「親会社株主に帰属する当期純利益」は、公表済の１２８億円から１億円の上方修正 

○単体自己資本比率 9.95％、連結自己資本比率 10.56％ 

貸出金残高が増加したことを主因に２９年３月期比若干低下しておりますが、早期是正措置の国

内基準である４％を十分上回る水準を確保しており、引き続き高い健全性を保っております。 

○リスクアセットの計算に際し、信用リスクは「標準的手法」を、オペレーショナル・リスクは「粗利益配

分手法」を採用しております。 

○単体 

経常利益は２６億円増益の１７８億円、当期純利益は１２億円増益の１２６億円を見込んでおります。 

○連結 

経常利益は２９億円増益の１９８億円、親会社株主に帰属する当期純利益は１４億円増益の１２９億

円を見込んでおります。 

【【【【単体単体単体単体】】】】
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【【【【連結連結連結連結】】】】
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Ⅱ  平成２９年度中間決算の概況 

１．損益状況 

【単体】  （百万円） 

  ２９年９月期  ２８年９月期 

   ２８年９月期比  

業務粗利益 １ ２７，７３２ △１，７８０ ２９，５１２ 

（除く国債等債券損益（5 勘定尻）） ２  (２８，４７８) (△８０５)  (２９，２８３) 

 資金利益 ３ ２２，８８７ △７５４ ２３，６４１ 

 役務取引等利益 ４ ４，８１８ ３５ ４，７８３ 

 その他業務利益 ５ ２６ △１，０６２ １，０８８ 

 （うち国債等債券損益） ６ (△７４６) (△９７５) (２２９) 

 うち国内業務粗利益 ７ ２７，３７２ １５５ ２７，２１７ 

 （除く国債等債券損益（5 勘定尻）） ８ (２６，９５８) (△３８３) (２７，３４１) 

  資金利益 ９ ２１，９４８ △４４９ ２２，３９７ 

  役務取引等利益 １０ ４，７８３ ２９ ４，７５４ 

  

その他業務利益 １１ ６４１ ５７６ ６５ 

（うち国債等債券損益） １２ (４１４) (５３８) (△１２４) 

 

うち国際業務粗利益 １３ ３５９ △１，９３６ ２，２９５ 

（除く国債等債券損益（5 勘定尻）） １４ (１，５２０) (△４２１) (１，９４１) 

  資金利益 １５ ９３９ △３０４ １，２４３ 

  役務取引等利益 １６ ３５ ６ ２９ 

  

その他業務利益 １７ △６１４ △１，６３６ １，０２２ 

（うち国債等債券損益） １８ (△１，１６０) (△１，５１３) (３５３) 

経費（除く臨時処理分） １９ ２１，１６７ ２０３ ２０，９６４ 

 人件費 ２０ １１，５４１ △２６２ １１，８０３ 

 物件費 ２１ ８，３５５ ５９１ ７，７６４ 

 税金 ２２ １，２７０ △１２６ １，３９６ 

実質業務純益 ２３ ６，５６５ △１，９８２ ８，５４７ 

 （除く国債等債券損益（5 勘定尻）） ２４ (７，３１１) (△１，００７) (８，３１８) 

①一般貸倒引当金繰入額 ２５ ― ― ― 

業務純益 ２６ ６，５６５ △１，９８２ ８，５４７ 

 （除く国債等債券損益（5 勘定尻）） ２７ (７，３１１) (△１，００７) （８，３１８） 

臨時損益 ２８ ３，９２６ ２，７７１ １，１５５ 

 ②不良債権処理額 ２９ ５８２ △３４３ ９２５ 

  貸出金償却 ３０ ４６７ △３５４ ８２１ 

  個別貸倒引当金繰入額 ３１ ― ― ― 

  延滞債権等売却損 ３２ ― ― ― 

  その他 ３３ １１５ １１ １０４ 

 （貸倒償却引当費用①＋②） ３４ (５８２) (△３４３) (９２５) 

 貸倒引当金戻入益 ３５ ８０９ ２３４ ５７５ 

 偶発損失引当金戻入益※ ３６ ３６ △１４４ １８０ 

 償却債権取立益 ３７ ６３５ ２８８ ３４７ 

 株式等関係損益 ３８ ２，４９８ １，９８１ ５１７ 

  株式等売却益 ３９ ２，５６６ １，３４４ １，２２２ 

  株式等売却損 ４０ ３２ △６４３ ６７５ 

  株式等償却 ４１ ３５ ６ ２９ 

 その他臨時損益 ４２ ５２９ ６９ ４６０ 

経常利益 ４３ １０，４９１ ７８８ ９，７０３ 

特別損益 ４４ △２１ △１９ △２ 

 うち固定資産減損・処分損（特別損失） ４５ ２１ １８ ３ 

税引前中間純利益 ４６ １０，４７０ ７７０ ９，７００ 

法人税、住民税及び事業税 ４７ ２，７６９ ３９７ ２，３７２ 

法人税等調整額 ４８ １８６ ５８８ △４０２ 

中間純利益 ４９ ７，５１４ △２１６ ７，７３０ 

(参考)     

ネット信用コスト ２５＋２９－３５－３６－３７ ５０ △８９８ △７２２ △１７６ 

有価証券減損処理額 ５１ ３５ △１４８ １８３ 

※与信関連の信用コスト相当分のみ計上 
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【連結】 

＜連結損益計算書ベース＞                                                             （百万円） 

  ２９年９月期  ２８年９月期 

   ２８年９月期比  

連結粗利益 １ ３０，００２ △１，３８６ ３１，３８８ 

 資金利益 ２ ２２，５５８ △７３４ ２３，２９２ 

 役務取引等利益 ３ ６，９４６ ３８５ ６，５６１ 

 その他業務利益 ４ ４９７ △１，０３６ １，５３３ 

営業経費 ５ ２３，８８６ ２３２ ２３，６５４ 

貸倒償却引当費用 ６ ５８２ △３４８ ９３０ 

 貸出金償却 ７ ４６７ △３５８ ８２５ 

 個別貸倒引当金繰入額 ８ ― ― ― 

 一般貸倒引当金繰入額 ９ ― ― ― 

 延滞債権等売却損 １０ ― ― ― 

 その他 １１ １１５ １１ １０４ 

貸倒引当金戻入益 １２ ４４８ ８３ ３６５ 

償却債権取立益 １３ ６４２ ２８６ ３５６ 

株式等関係損益 １４ ２，６１１ ２，０２６ ５８５ 

その他 １５ １，９０２ △１７７ ２，０７９ 

経常利益 １６ １１，１３９ ９４９ １０，１９０ 

特別損益 １７ △１６ △１６ ０ 

税金等調整前中間純利益 １８ １１，１２２ ９３１ １０，１９１ 

法人税、住民税及び事業税 １９ ３，２９５ ５０３ ２，７９２ 

法人税等調整額 ２０ ６０ ５１９ △４５９ 

中間純利益 ２１ ７，７６７ △９１ ７，８５８ 

非支配株主に帰属する中間純利益 ２２ ３５４ △４６ ４００ 

親会社株主に帰属する中間純利益 ２３ ７，４１３ △４４ ７，４５７ 

（注）連結粗利益＝（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用） 

                  ＋（その他業務収益－その他業務費用） 

    

（参考） （百万円） 

連結業務純益 ２４ ７，２１２ △１，８２３ ９，０３５ 

（注）連結業務純益＝単体業務純益＋子会社経常利益＋関連会社経常利益×持分－内部取引 

 

    （連結対象会社数）                                                                     （社） 

連結子会社数 ７ ― ７ 

持分法適用会社数 ― ― ― 

 

２．業務純益  【単体】 

 （百万円） 

 ２９年９月期  ２８年９月期 

  ２８年９月期比  

(1) 業務純益（一般貸倒引当金繰入前） ６，５６５ △１，９８２ ８，５４７ 

 職員一人当たり (千円) ２，７９２ △８５９ ３，６５１ 

(2) 業務純益 ６，５６５ △１，９８２ ８，５４７ 

 職員一人当たり (千円) ２，７９２ △８５９ ３，６５１ 
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３．主要勘定残高  【単体】 

「２８年９月末比」「２８年９月期比」欄の上段は増減額、下段は増減率であります。 

 

(1) 末残 

（百万円） 

 全  店  分 国内業務部門分 

 ２９年９月末  ２８年９月末 ２９年９月末  ２８年９月末 

  ２８年９月末比   ２８年９月末比  

資金運用勘定残高 5,297,666 

219,371 

4.31% 

5,078,295 4,983,928 

224,640 

4.72% 

4,759,288 

 貸出金 3,182,946 

102,947 

3.34% 

3,079,999 3,135,862 

96,265 

3.16% 

3,039,597 

 有価証券 1,875,805 

127,134 

7.27% 

1,748,671 1,541,500 

155,792 

11.24% 

1,385,708 

 コールローン等 224,256 

△3,596 

△1.57% 

227,852 224,255 

△3,593 

△1.57% 

227,848 

資金調達勘定残高 5,456,407 

411,468 

8.15% 

5,044,939 5,143,107 

425,580 

9.02% 

4,717,527 

 預金 4,550,483 

252,620 

5.87% 

4,297,863 4,517,410 

262,934 

6.18% 

4,254,476 

 譲渡性預金 165,764 

△38,617 

△18.89% 

204,381 165,764 

△38,617 

△18.89% 

204,381 

 コールマネー等 739,515 

198,495 

36.68% 

541,020 459,653 

202,454 

78.71% 

257,199 

 

(2) 平残 

（百万円） 

 全  店  分 国内業務部門分 

 ２９年９月期  ２８年９月期 ２９年９月期  ２８年９月期 

  ２８年９月期比   ２８年９月期比  

資金運用勘定残高 5,118,861 

159,615 

3.21% 

4,959,246 4,818,960 

158,106 

3.39% 

4,660,854 

 貸出金 3,111,982 

126,726 

4.24% 

2,985,256 3,066,232 

111,526 

3.77% 

2,954,706 

 有価証券 1,769,471 

47,805 

2.77% 

1,721,666 1,439,974 

74,504 

5.45% 

1,365,470 

 コールローン等 223,719 

△7,068 

△3.06% 

230,787 223,707 

△7,075 

△3.06% 

230,782 

資金調達勘定残高 5,373,315 

369,172 

7.37% 

5,004,143 5,075,137 

365,182 

7.75% 

4,709,955 

 預金 4,509,620 

174,254 

4.01% 

4,335,366 4,475,404 

178,699 

4.15% 

4,296,705 

 譲渡性預金 192,175 

△13,723 

△6.66% 

205,898 192,175 

△13,723 

△6.66% 

205,898 

 コールマネー等 671,479 

209,777 

45.43% 

461,702 407,664 

201,265 

97.51% 

206,399 
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(3) 預金、貸出金の新潟県内・県外別内訳 

①末残   

（百万円） 

 ２９年９月末   ２８年９月末 

  ２８年９月末比  

  増減額 増減率  

預金 4,550,483 252,620 5.87％ 4,297,863 

 新潟県内 4,427,745 219,609 5.21％ 4,208,136 

 新潟県外 122,737 33,011 36.79％ 89,726 

貸出金 3,182,946 102,947 3.34％ 3,079,999 

 新潟県内 2,316,070 88,369 3.96％ 2,227,701 

 新潟県外 866,876 14,578 1.71％ 852,298 

 

②平残  

（百万円） 

 ２９年９月期   ２８年９月期 

  ２８年９月期比  

  増減額 増減率  

預金 4,509,620 174,254 4.01％ 4,335,366 

 新潟県内 4,408,353 161,970 3.81％ 4,246,383 

 新潟県外 101,267 12,285 13.80％ 88,982 

貸出金 3,111,982 126,726 4.24％ 2,985,256 

 新潟県内 2,258,998 85,585 3.93％ 2,173,413 

 新潟県外 852,984 41,142 5.06％ 811,842 

 

 （参考）投資信託・公共債等預かり資産残高 

                                                          （百万円） 

 ２９年９月末  ２８年９月末 

  ２８年９月末比  

投資信託 113,584 10,723 102,861 

公共債 124,479 △11,277 135,756 

終身・個人年金保険 312,783 16,830 295,953 

     

 

４．利鞘  【単体】 

(1) 全店分 

（％） 

  ２９年９月期  ２８年９月期 

   ２８年９月期比  

資金運用利回 ① ０．９８ △０．０５ １．０３ 

 貸出金利回 ② ０．９１ △０．０７ ０．９８ 

 有価証券利回 ③ １．２２ △０．０１ １．２３ 

 コールローン等利回 ④ ０．２１ ０．００ ０．２１ 

資金調達利回 ⑤ ０．０９ ０．０２ ０．０７ 

 預金等利回 ⑥ ０．０１ △０．０１ ０．０２ 

 外部負債利回 ⑦ ０．４４ ０．０７ ０．３７ 

預金等原価 ⑧ ０．９１ △０．０３ ０．９４ 

経費率 ⑨ ０．８９ △０．０３ ０．９２ 

資金調達原価 ⑩ ０．８７ △０．０４ ０．９１ 

利 鞘 

預貸金レート差 ②－⑥ ０．９０ △０．０６ ０．９６ 

預証レート差 ③－⑥ １．２１ ０．００ １．２１ 

運用･調達レート差 ①－⑤ ０．８９ △０．０７ ０．９６ 

預貸金利鞘 ②－⑧ ０．００ △０．０４ ０．０４ 

総資金利鞘 ①－⑩ ０．１１ △０．０１ ０．１２ 
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(2) 国内業務部門分 

（％） 

  ２９年９月期  ２８年９月期 

   ２８年９月期比  

資金運用利回 ① ０．９２ △０．０６ ０．９８ 

 貸出金利回 ② ０．９０ △０．０８ ０．９８ 

 有価証券利回 ③ １．１３ △０．０６ １．１９ 

 コールローン等利回 ④ ０．２１ ０．００ ０．２１ 

資金調達利回 ⑤ ０．０１ △０．０１ ０．０２ 

 預金等利回 ⑥ ０．０１ △０．０１ ０．０２ 

 外部負債利回 ⑦ ０．００ △０．０２ ０．０２ 

預金等原価 ⑧ ０．９０ △０．０３ ０．９３ 

経費率 ⑨ ０．８８ △０．０２ ０．９０ 

資金調達原価 ⑩ ０．８３ △０．０６ ０．８９ 

利 鞘 

預貸金レート差 ②－⑥ ０．８９ △０．０７ ０．９６ 

預証レート差 ③－⑥ １．１２ △０．０５ １．１７ 

運用･調達レート差 ①－⑤ ０．９１ △０．０５ ０．９６ 

預貸金利鞘 ②－⑧ ０．００ △０．０５ ０．０５ 

総資金利鞘 ①－⑩ ０．０９ ０．００ ０．０９ 

 

 

５．有価証券等  【単体】 

(1) 損益 

  （百万円） 

 ２９年９月期  ２８年９月期 

  ２８年９月期比  

国債等債券損益（５勘定尻） △７４６ △９７５ ２２９ 

 売却益 ４７０ ４９ ４２１ 

 償還益 １１ １１ ０ 

 売却損 １，２０３ １，１９８ ５ 

 償還損 ２５ △７ ３２ 

 償却 ― △１５３ １５３ 

株式等損益（３勘定尻） ２，４９８ １，９８１ ５１７ 

 売却益 ２，５６６ １，３４４ １，２２２ 

 売却損 ３２ △６４３ ６７５ 

 償却 ３５ ６ ２９ 

 

(2) 有価証券等に対する引当 

（百万円） 

 ２９年９月末  ２９年３月末 

  ２９年３月末比  

投資損失引当金 ― ― ― 

 

(3) 有価証券等の評価損益 

 

① 有価証券の評価基準 

 

売買目的有価証券 時価法（評価差額を損益処理） 

満期保有目的有価証券 償却原価法 

その他有価証券 時価法（評価差額を全部純資産直入） 

子会社株式及び関連会社株式 原価法 
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②評価損益 

（百万円） 

 ２９年９月末 ２９年３月末 

【連結】 評価損益    評価損益   

  前期末比 評価益 評価損  評価益 評価損 

 満期保有目的 2,835 △614 2,837 1 3,449 3,451 1 

 その他有価証券 85,860 8,214 97,328 11,468 77,646 90,831 13,184 

  株式 68,442 9,308 69,003 560 59,134 60,105 970 

  債券 15,101 △4,892 15,762 660 19,993 20,425 432 

  その他 2,315 3,796 12,562 10,246 △1,481 10,300 11,781 

 合計 88,695 7,599 100,166 11,470 81,096 94,282 13,186 

  株式 68,442 9,308 69,003 560 59,134 60,105 970 

  債券 17,936 △5,507 18,599 662 23,443 23,877 433 

  その他 2,315 3,796 12,562 10,246 △1,481 10,300 11,781 

（注）１．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価額と取得価

額との差額を計上しております。 

２．平成 29 年 9 月末の「その他有価証券」に係る評価差額金は、58,266 百万円、平成 29 年 3 月末の「そ

の他有価証券」に係る評価差額金は、52,648 百万円であります。 

 

（百万円） 

 ２９年９月末 ２９年３月末 

【単体】 評価損益   評価損益  

  前期末比 評価益 評価損  評価益 評価損 

 満期保有目的 2,835 △614 2,837 1 3,449 3,451 1 

 子会社・関係会社株式 ― ― ― ― ― ― ― 

 その他有価証券 79,427 6,865 90,888 11,460 72,562 85,724 13,161 

  株式 62,010 7,960 62,563 552 54,050 54,997 947 

  債券 15,101 △4,892 15,762 660 19,993 20,425 432 

  その他 2,315 3,796 12,562 10,246 △1,481 10,300 11,781 

 合計 82,262 6,250 93,725 11,462 76,012 89,175 13,162 

  株式 62,010 7,960 62,563 552 54,050 54,997 947 

  債券 17,936 △5,507 18,599 662 23,443 23,877 433 

  その他 2,315 3,796 12,562 10,246 △1,481 10,300 11,781 

（注）１．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価額と取得価

額との差額を計上しております。 

２．平成 29 年 9 月末の「その他有価証券」に係る評価差額金は、55,714 百万円、平成 29 年 3 月末の「そ

の他有価証券」に係る評価差額金は、50,939 百万円であります。 
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６．自己資本比率 

自己資本比率は、国内基準を適用しております。 

 

  【連結】 

（百万円） 

 ２９年９月末(速報値)  ２９年３月末 ２８年９月末 

  ２９年３月末比 ２８年９月末比   

(1) 自己資本比率 (2)／(3) 10.56% △0.23% △0.70% 10.79% 11.26% 

(2) 自己資本 ①-② 269,891 4,783 1,914 265,108 267,977 

 コア資本に係る基礎項目 ① 275,708 4,802 4,470 270,906 271,238 

 コア資本に係る調整項目 ② 5,817 20 2,557 5,797 3,260 

(3) リスクアセット（注） 2,554,498 98,426 174,807 2,456,072 2,379,691 

(4) 総所要自己資本額 102,179 3,937 6,992 98,242 95,187 

（注）信用リスク・アセットの額及びオペレーショナル・リスク相当額に係る額の合計であります。 

なお、信用リスク・アセットは「標準的手法」を、オペレーショナル・リスクは「粗利益配分手法」を採用し算出し

ております。 

 

  【単体】 

（百万円） 

 ２９年９月末(速報値)  ２９年３月末 ２８年９月末 

  ２９年３月末比 ２８年９月末比   

(1) 自己資本比率 (2)／(3) 9.95% △0.21% △0.66% 10.16% 10.61% 

(2) 自己資本 ①-② 250,386 4,729 2,194 245,657 248,192 

 コア資本に係る基礎項目 ① 256,486 4,385 4,508 252,101 251,978 

 コア資本に係る調整項目 ② 6,100 △344 2,314 6,444 3,786 

(3) リスクアセット（注） 2,514,718 98,177 177,631 2,416,541 2,337,087 

(4) 総所要自己資本額 100,588 3,927 7,105 96,661 93,483 

（注）信用リスク・アセットの額及びオペレーショナル・リスク相当額に係る額の合計であります。 

なお、信用リスク・アセットは「標準的手法」を、オペレーショナル・リスクは「粗利益配分手法」を採用し算出し

ております。 

 

 

７．ROE  【単体】 

（％） 

 ２９年９月期  ２８年９月期 

  ２８年９月期比  

業務純益(一般貸倒引当金繰入前)ベース ４．２９ △１．４３ ５．７２ 

業務純益ベース ４．２９ △１．４３ ５．７２ 

経常利益ベース ６．８５ ０．３６ ６．４９ 

中間純利益ベース ４．９１ △０．２６ ５．１７ 

（注） 「純資産の部」の期首と期末の平均残高（除く新株予約権）により算出しております。 
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Ⅲ  貸出金等の状況 

 

・部分直接償却を実施しております。 

・未収利息不計上基準 

破綻先・実質破綻先・破綻懸念先の未収利息は、すべて収益不計上としております。 

・「破産更生等債権」とは、金融再生法施行規則第４条における「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」でありま

す。 

 

１．金融再生法開示債権 【単体】 

（百万円） 

 

２９年９月末   ２９年３月末 ２８年９月末 

 ２９年３月末比 ２８年９月末比   

破産更生等債権 4,103 △176 △339 4,279 4,442 

 破綻先債権 1,126 81 △135 1,045 1,261 

 実質破綻先債権 2,977 △256 △204 3,233 3,181 

危険債権 38,342 △4,692 △6,034 43,034 44,376 

要管理債権 5,412 359 106 5,053 5,306 

小計    47,858 △4,509 △6,268 52,367 54,126 

正常債権 3,224,183 34,451 113,833 3,189,732 3,110,350 

債権額合計  3,272,041 29,942 107,565 3,242,099 3,164,476 

 

○債権総額に占める割合 

（％） 

 

２９年９月末   ２９年３月末 ２８年９月末 

 ２９年３月末比 ２８年９月末比   

破産更生等債権 0.12 △0.01 △0.02 0.13 0.14 

 破綻先債権 0.03 0.00 0.00 0.03 0.03 

 実質破綻先債権 0.09 0.00 △0.01 0.09 0.10 

危険債権 1.17 △0.15 △0.23 1.32 1.40 

要管理債権 0.16 0.01 0.00 0.15 0.16 

小計   1.46 △0.15 △0.25 1.61 1.71 

正常債権 98.53 0.15 0.25 98.38 98.28 

債権額合計   100.00   100.00 100.00 

 

○金融再生法開示債権の保全状況 

（百万円） 

 

２９年９月末   ２９年３月末 ２８年９月末 

 ２９年３月末比 ２８年９月末比   

保全額（Ａ） 39,199 △4,044 △6,269 43,243 45,468 

 貸倒引当金 5,193 △1,138 △987 6,331 6,180 

 担保保証等 34,006 △2,906 △5,281 36,912 39,287 

債権額合計（Ｂ） 47,858 △4,509 △6,268 52,367 54,126 

保全率（Ａ）÷（Ｂ） 81.90% △0.67% △2.10% 82.57% 84.00% 
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２．リスク管理債権 

（１）リスク管理債権の状況 

 ①【単体】 

（百万円） 

 

２９年９月末   ２９年３月末 ２８年９月末 

 ２９年３月末比 ２８年９月末比   

破綻先債権額 1,039 112 △70 927 1,109 

延滞債権額 41,108 △4,598 △5,514 45,706 46,622 

３ヶ月以上延滞債権額 245 △553 △364 798 609 

貸出条件緩和債権額 5,167 912 470 4,255 4,697 

計 47,560 △4,127 △5,478 51,687 53,038 

（部分直接償却額） (10,275) (△226) (△1,625) (10,501) (11,900) 

【参考】貸出金残高（末残） 3,182,946 27,804 102,947 3,155,142 3,079,999 

 

○貸出金残高に占める割合 

（％） 

 

２９年９月末   ２９年３月末 ２８年９月末 

 ２９年３月末比 ２８年９月末比   

破綻先債権額 0.03 0.01 0.00 0.02 0.03 

延滞債権額 1.29 △0.15 △0.22 1.44 1.51 

３ヶ月以上延滞債権額 0.00 △0.02 △0.01 0.02 0.01 

貸出条件緩和債権額 0.16 0.03 0.01 0.13 0.15 

計 1.49 △0.14 △0.23 1.63 1.72 

 

②【連結】 

（百万円） 

 

２９年９月末   ２９年３月末 ２８年９月末 

 ２９年３月末比 ２８年９月末比   

破綻先債権額 1,301 185 87 1,116 1,214 

延滞債権額 42,056 △4,539 △5,568 46,595 47,624 

３ヶ月以上延滞債権額 245 △553 △364 798 609 

貸出条件緩和債権額 5,167 912 470 4,255 4,697 

計 48,770 △3,995 △5,376 52,765 54,146 

（部分直接償却額） (10,275) (△226) (△1,625) (10,501) (11,900) 

【参考】貸出金残高（末残） 3,171,698 29,031 103,653 3,142,667 3,068,045 

 

○貸出金残高に占める割合 

（％） 

 

２９年９月末   ２９年３月末 ２８年９月末 

 ２９年３月末比 ２８年９月末比   

破綻先債権額 0.04 0.01 0.01 0.03 0.03 

延滞債権額 1.32 △0.16 △0.23 1.48 1.55 

３ヶ月以上延滞債権額 0.00 △0.02 △0.01 0.02 0.01 

貸出条件緩和債権額 0.16 0.03 0.01 0.13 0.15 

計 1.53 △0.14 △0.23 1.67 1.76 
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３．償却・引当基準と貸倒引当金の状況 

(1) 償却・引当基準 

自己査定区分 

資産区分 

(金融再生法) 

償却・引当方針 

破綻先債権 
破産更生債権及び 

これらに準ずる債権 

担保・保証等により保全のない部分に対し、100％

を償却又は個別貸倒引当金として引当 
実質破綻先債権 

破綻懸念先債権 危険債権 

担保・保証等により保全のない部分に対し、過去

の貸倒実績に基づいた 3 年分の予想損失額を個

別貸倒引当金として引当 

要

注

意

先

債

権

 

(要管理先債権)※注 要管理債権 

過去の貸倒実績に基づいた 3 年分の予想損失額

を一般貸倒引当金として引当 

(その他の要注意債権) 

正常債権 

一般先 

過去の貸倒実績に基づいた 1 年分の予想損失額

を一般貸倒引当金として引当 

ＤＤＳ先 

市場価格のない株式の評価方法に準じた方法に

より算出した予想損失額を一般貸倒引当金として

引当 

正常先債権  

過去の貸倒実績に基づいた 1 年分の予想損失額

を一般貸倒引当金として引当 

※注．①要管理先債権及び②経営改善計画により貸出条件緩和債権に該当せずその他要注意先としている

債務者のうちリスクが相対的に高いと見られる債務者に対する債権。 

 

 (2) 貸倒引当金等の状況 

  ①【単体】 

（百万円） 

 ２９年９月末   ２９年３月末 ２８年９月末 

  ２９年３月末比 ２８年９月末比   

貸倒引当金 １０，６２６ △１，１６６ △１，１７０ １１，７９２ １１，７９６ 

 一般貸倒引当金 ５，８３８ △１７ △１９１ ５，８５５ ６，０２９ 

 個別貸倒引当金 ４，７８７ △１，１５０ △９７９ ５，９３７ ５，７６６ 

（注）特定海外債権引当金は、該当ありません。 

 

  ②【連結】 

（百万円） 

 ２９年９月末   ２９年３月末 ２８年９月末 

  ２９年３月末比 ２８年９月末比   

貸倒引当金 １３，４７４ △８８４ △９３１ １４，３５８ １４，４０５ 

 一般貸倒引当金 ６，２３８ １１ △１５４ ６，２２７ ６，３９２ 

 個別貸倒引当金 ７，２３５ △８９６ △７７８ ８，１３１ ８，０１３ 

（注）特定海外債権引当金は、該当ありません。 
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４. 自己査定の状況【単体】 

（百万円） 

債務者区分 

分類状況 

債権残高 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 

破綻先 1,126 

1,346 

 (1,084) 

 

2,756 

― 

(177) 

 

― 

(84) 

〔10,360〕 

実質破綻先 2,977 

破綻懸念先 38,342 

25,283 

(20,758) 

7,547 

5,512 

(10,036) 

 

要

注

意

先

 

要管理先 7,143 1,407 5,736   

その他の要注意先 167,153 52,332 114,820   

正常先 3,055,297 3,055,297    

合 計 3,272,041 3,135,668 130,861 5,512 ― 

（注） ( )内は引当前の分類金額。[ ]内は部分直接償却前の分類金額。 

 

５. 自己査定・保全の状況と開示債権【単体】 

（単位：億円） 

  自己査定と保全の状況 金融再生法開示債権 リスク管理債権 

  残高 保全額 引当金 保全率 区分 残高 区分 残高 

破綻先 11 

38 2 100.0％ 

破産更生等

債権 

41 

破綻先債権 10 

実質破綻先 29 

延滞債権 411 

破綻懸念先 383 283 45 85.6％ 危険債権 383 

要

注

意

先

 

 

うち要管

理債権 

(54) (18) (4) (41.8％) 要管理債権 54 

３ヵ月以上 

延滞債権 

2 

貸出条件 

緩和債権 

51 

要管理先 71 24 5 41.4％ 小計 478 合 計 475 

その他の 

要注意先 

1,671       

正常先 30,552    正常債権 32,241  

合 計 32,720    合 計 32,720   

 



 

（18） 

６．業種別貸出状況等【単体】 

(1) 業種別貸出金 

（百万円） 

 ２９年９月末 

  ２９年３月末 
２８年９月末 

 
２９年３月末比 ２８年９月末比  

国内店分(除く特別国際金融取引勘定) 3,182,946 27,804 102,947 3,155,142 3,079,999 

 製造業 338,502 △4,829 △17,300 343,331 355,802 

 農業、林業 5,790 428 635 5,362 5,155 

 漁業 959 43 △71 916 1,030 

 鉱業、採石業、砂利採取業 6,000 △81 △119 6,081 6,119 

 建設業 91,830 1,138 △4,665 90,692 96,495 

 電気･ガス･熱供給･水道業 58,346 4,893 12,079 53,453 46,267 

 情報通信業 17,673 1,300 1,462 16,373 16,211 

 運輸業、郵便業 117,437 2,834 5,728 114,603 111,709 

 卸売業、小売業 318,245 △6,073 △7,579 324,318 325,824 

 金融業、保険業 296,989 △7,014 △9,039 304,003 306,028 

 不動産業、物品賃貸業 476,460 23,339 52,527 453,121 423,933 

 各種サービス業 209,004 △284 4,516 209,288 204,488 

 地方公共団体 501,662 △12,136 17,982 513,798 483,680 

 その他 744,043 24,245 46,790 719,798 697,253 

合計 3,182,946 27,804 102,947 3,155,142 3,079,999 

 

(2) 業種別リスク管理債権 

（百万円） 

 ２９年９月末 

  ２９年３月末 
２８年９月末 

 
２９年３月末比 ２８年９月末比  

国内店分(除く特別国際金融取引勘定) 47,560 △4,127 △5,478 51,687 53,038 

 製造業 8,411 △1,099 △40 9,510 8,451 

 農業、林業 284 △37 △30 321 314 

 漁業 ― ― △198 ― 198 

 鉱業、採石業、砂利採取業 29 △4 24 33 5 

 建設業 4,761 △839 △1,067 5,600 5,828 

 電気･ガス･熱供給･水道業 ― ― △60 ― 60 

 情報通信業 420 △68 197 488 223 

 運輸業、郵便業 544 12 10 532 534 

 卸売業、小売業 11,867 △2,665 △5,036 14,532 16,903 

 金融業、保険業 20 20 2 0 18 

 不動産業、物品賃貸業 2,884 △724 △153 3,608 3,037 

 各種サービス業 14,483 826 968 13,657 13,515 

 地方公共団体 ― ― ― ― ― 

 その他 3,852 451 △95 3,401 3,947 

合計 47,560 △4,127 △5,478 51,687 53,038 

 



 

（19） 

(3) 業種別リスク管理債権の貸出金残高比 

（％） 

 ２９年９月末 

  ２９年３月末 
２８年９月末 

 
２９年３月末比 ２８年９月末比  

国内店分(除く特別国際金融取引勘定) 1.49 △0.14 △0.23 1.63 1.72 

 製造業 2.48 △0.29 0.11 2.77 2.37 

 農業、林業 4.91 △1.08 △1.18 5.99 6.09 

 漁業 ― ― △19.26 ― 19.26 

 鉱業、採石業、砂利採取業 0.49 △0.05 0.40 0.54 0.09 

 建設業 5.18 △0.99 △0.86 6.17 6.04 

 電気･ガス･熱供給･水道業 ― ― △0.13 ― 0.13 

 情報通信業 2.37 △0.61 1.00 2.98 1.37 

 運輸業、郵便業 0.46 0.00 △0.01 0.46 0.47 

 卸売業、小売業 3.72 △0.76 △1.46 4.48 5.18 

 金融業、保険業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

 不動産業、物品賃貸業 0.60 △0.19 △0.11 0.79 0.71 

 各種サービス業 6.93 0.41 0.33 6.52 6.60 

 地方公共団体 ― ― ― ― ― 

 その他 0.51 0.04 △0.05 0.47 0.56 

合計 1.49 △0.14 △0.23 1.63 1.72 

 

(4) 個人ローン残高 

 （百万円） 

 ２９年９月末   ２９年３月末 ２８年９月末 

  ２９年３月末比 ２８年９月末比   

個人ローン残高 744,043 24,245 46,790 719,798 697,253 

 住宅ローン残高 692,086 22,354 42,670 669,732 649,416 

 その他ローン残高 51,956 1,890 4,120 50,066 47,836 

 

(5) 中小企業等貸出比率 

   （％） 

 ２９年９月末   ２９年３月末 ２８年９月末 

  ２９年３月末比 ２８年９月末比   

中小企業等貸出比率 59.16 1.19 1.83 57.97 57.33 

 

７．国別貸出状況等【単体】 

(1) 特定海外債権残高 

該当ありません。 

 

(2) アジア向け貸出金 

該当ありません。 

 



 

（20） 

Ⅳ ２９年度業績予想 

 

１． 単体 

                                                       （単位：億円） 

 ３０年３月期予想 ２９年３月期実績 差異 

コア業務純益 １５４ １３５ １９ 

実質業務純益 １４５ １３０ １５ 

経常利益 １７８ １５２ ２６ 

当期純利益 １２６ １１４ １２ 

（ネット信用コスト） △３ １ △４ 

 

 

２． 連結 

                                                       （単位：億円） 

 ３０年３月期予想 ２９年３月期実績 差異 

経常利益 １９８ １６９ ２９ 

親会社株主に帰属する当期純利益 １２９ １１５ １４ 

 

以 上 


